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（資料57）

2. AIの活用事例～道路インフラメンテナンスへの新技術の導入促進

⚫ 道路老朽化対策は、平成24年の笹子トンネル天井板落下事故を契機に５年に１度の近接目視による定期
点検が制度化されましたが、平成31年に「同等の健全性の診断を行うことができる情報が得られると判断した
方法」でもよいとされました。

⚫ 現在は、「舗装点検」及び「道路巡視」についても、点検支援技術性能カタログに掲載された技術を活用し、
定期点検の効率化・高度化を推進しています。

⚫ 例えば、「Road Manager路面評価」は、国土交通省の点検支援技術性能カタログ【舗装編（ひび割れ率、
わだち掘れ量、IRI）】 掲載技術一覧(全19技術)に掲載されています。
https://www.mlit.go.jp/road/tech/hosou-list.html

⚫ インフラメンテナンスの次世代技術・システム関連市場は、上記の通り点検要領が改訂され、また、開発から実用
化、事業化フェーズに入った技術・システムが増えていることなどから、市場が拡大する環境が整いつつあります。

⚫ 以下の表のとおり（富士経済グループ調べ）、道路の市場規模が最も大きく、2035年には、道路では2019
年度比11.1倍の伸びで1,869億円、本技術を全分野に拡張するとすれば、2,773億円がインフラメンテナ
ンスの将来の市場規模となり、今後の売上拡大が見込まれます。

2020年度見込 2019年度比 2035年度予測 2019年度比
全体 400億円 115.6% 2,773億円 8.0倍

道路 205億円 122.0% 1,869億円 11.1倍
鉄道 80億円 105.3% 280億円 3.7倍
治水 9億円 128.6% 85億円 12.1倍

（資料58）
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2020年度見込 2019年度比 2035年度予測 2019年度比
センシング 166億円 114.5% 1,268億円 8.7倍
画像処理・カメラ 126億円 116.7% 750億円 6.9倍
ドローン 18億円 163.6% 265億円 24.1倍
画像処理・カメラも順調な伸びが予想される。レーザー/レーダーや高精度カメラを搭載したMMS計測、ドライブレコーダーやカメ
ラを車両に設置して計測データを解析するサービスが中心となっており、橋梁やトンネルの点検要領の改訂により長期的な需要
増加が予想される（引用：富士経済プレスリリース第20097号
https://www.fuji-keizai.co.jp/press/detail.html?cid=20097&la=ja）

⚫ 道路インフラメンテナンス分野は、日本の社会背景、国・自治体の対策、技術の進展の３要因がかみ合っており、今後の
成長分野として障害が少ないと考えられます。

２-1．道路インフラメンテナンスの市場拡大の社会背景、国・自治体の対策、技術の進展
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（資料59）

（資料60）

2-2. 国の政策（AI活用に重点をシフト）
⚫ 2021年設置のデジタル臨時行政調査会においては、「AI・データ等を徹底的に活用できる社会づくり」へと重点をシフト。
⚫ テクノロジーマップの初版を策定・公表後、順次、技術検証事業を実施。

デジタル庁資料
資料1アナログ規制の一掃に向けた取組の進捗とデジタル臨調の今後の検討課題 (digital.go.jp)
を基に作成 （一部アップデート）

AI画像解析
技術が活かせ
ると考えられる

分野

デジタル規制
改革一括法

2-3．国の政策（テクノロジーベースの規制改革の推進）
⚫ 2023年9月、テクノロジーマップの初版公表。技術カタログを整備。テクノロジーマップ・技術カタログにより規制見直し。
⚫ AI画像解析技術が活用できる分野は幅広い。

AI画像解析技
術が活かせると
考えられる分野

デジタル庁資料「テクノロジーベースの規制改革」の進捗及び当面の進め方 (digital.go.jp)を基に作成
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（資料61）
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解釈（自然言語

処理）
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国・自治体の
(あるべき)対策

技術の進展

• 固定資産評価の生成AI活用については、社会背景やその課題を解決するための技術の進展は実行レベルにあると判断で
きますが、現状実証レベルにとどまっていると考えられます。

• 地方税法第408条には固定資産の実地調査が規定されていますが、これは、固定資産の現況を知り得る程度に行われれ
ば足り、「人が現場に赴き、書類や建物を人の目で確認すること等を求めている」ものではないとされています。現況確認を
現地に赴くことなく有効かつ効率的に進められるよう、航空写真等を活用することについて通知も発出されています。実際、
既に９割を超える市町村で航空写真により効率的な調査が行われています。

• 一方、どの自治体も地方税法の定めにある「年一回実地調査」を行う旨を重視しており、その上で航空写真を活用してい
ます。

• 例えば航空写真×AI活用を主とし、補完的に職員が実地調査を行うことになれば、業務効率化・負担軽減等はさらに進
むと考えられます。

3. 固定資産評価のAI活用における社会背景、国・自治体の対策、技術の進展

（資料62）

3-1. 事例：固定資産税の課税客体把握事務における航空写真AI解析クラウド実証
令和2年度総務省「自治体AI共同開発推進事業」（群馬県前橋市・高崎市・伊勢崎市・愛知県豊橋市）

実証された効果

• 課税客体把握までの期間を大幅に短縮できた

• これまで目視で見逃されていた異動の検知が可能となり、過大課
税や課税漏れを改善し、より正確な課税が可能となった

• 人による作業が AI による作業に置き換わり現地調査対象数も絞
り込まれることから、「新しい生活様式」への対応と業務継続性の確
保の観点からも効果があった

開発したAIに対する自治体職員の感想等

精度改善やoutputデータの項目に対する要望が多く聞かれた反面、そうした改善
がされれば本サービス化をしても十分活用できるのではないかとの声もあった。

出典：自治体におけるAI 活用・導入ガイドブック(令和3年6月総務省) 
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（資料63）

（資料64）

3-2．国の政策（テクノロジーベースの規制改革の推進）
テクノロジーマップ上で、固定資産評価において活用できると考えられるテクノロジーを確認してみました。

固定資産評価
において活用で
きると考えられる
テクノロジー

デジタル庁資料「テクノロジーベースの規制改革」の進捗及び当面の進め方 (digital.go.jp)を基に作成

3-3. 固定資産評価事務におけるAI活用想定シーン

➢ 手段：OCR/ICR＋LLM分類
（届出・図面・検査済証・評価
調書などを自動タグ付け）

➢ ミス対策：地番・家屋番号・所
有者名は正規表現＋台帳照合
で“構文・存在チェック”

➢ 指標：仕分けF1≧0.98、手動
仕分け時間▲80％

１．書類仕分け・文字起こし
（受付）

➢ 手段：LLMによる項目抽出(構
造・用途・延床・建築年等)→ス
キーマに強制整形(JSON出力)

➢ ミス対策：バリデーション(延床＝
各階合計、建築年≤賦課期日、
地目 用途整合)既存台帳との
差分(誰が・いつ・何を変更)

➢ 指標：項目抽出正確度≧99％、
差分レビュー時間▲50％

２．構造化データ抽出
（入力）

➢ 手段：航空・衛星画像×CV(輪
郭抽出・屋根面積推定)、年次
差分検知で“増改築候補”アラー
ト

➢ ミス対策：候補だけ提示→職員
が承認(human-in-the-loop)

➢ 指標：未捕捉の新増改築検出
率＋30％、誤報率＜5％

３．変更検知
（現況把握）

➢ 手段：規程等のRAG+ルールエ
ンジン(例)住宅用地特例、小規
模住宅用地、課税標準の特例等

➢ ミス対策：ルールは決定論で計
算、LLMは根拠提示と説明文自
動生成に限定。入力不足時は
「不足項目リスト」を自動提示

➢ 指標：特例誤適用率▲70％、
根拠付き説明自動生成率90％

４．用途・特例の誤判定防止
（評価算定）

➢ 手段：教師あり＋教師なしの両
輪(過去3期の時系列、近傍類
似地・家屋クラスタ比較)

➢ ミス対策：閾値×信頼区間
×SHAP等の要因説明を併記。
“自動修正”は行わず、職員レ
ビュー前提

➢ 指標：手戻り案件▲50％、監
査指摘▲40％

５．異常値検知
（評価額・補正率）

➢ 手段：職員向けチャット
UI(LGWAN内)で「このケースの
手順」「必要書類」「よくある誤り」
を即時提示

➢ ミス対策：プロンプトに台帳IDを
渡し、該当レコードに紐づく根拠・
前回経緯も表示

➢ 指標：新人育成期間▲30％、
問い合わせ自走率70％

６．評価算定の“手順ナビ”
（コパイロット）

➢ 手段：RPA＋LLMで“更新前後
の差分レポート”と“想定影響(税
額レンジ)”を自動生成

➢ ミス対策：承認ワークフローに“AI
チェック済み”タグ・エビデンスPDFを
強制添付

➢ 指標：更新後の訂正件数
▲60％

７．台帳更新
（二重チェック自動化）

➢ 手段：評価根拠→平易文の自
動起案、FAQボット(窓口/電話
記録から知識化)

➢ ミス対策：重要文言はテンプレを
固定(可変部のみ生成)出力は必
ず校閲UIを通して封入

➢ 指標：作成時間▲70％、説明
の個人差縮小(CS向上)

８．文書・通知の自動生成
（住民説明）

➢ 手段：GIS×VRP(車両経路最
適化)＋優先度スコア(異常値・
未確認期間・申告有無等)

➢ ミス対策：指定日程・制約(開庁
時間・住民都合)をパラメータ化

➢ 指標：移動時間▲25％、未消
化調査▲40％

９．現地調査
（最適ルート化）

➢ 手段：全処理ログの可視化(誰
が・何を・AI判定はどうだったか)、
再現性確保

➢ ミス対策：閾値やモデル版数を
“案件単位で固定”して保全サン
プル抜取→全量自動レビューへ転
換

➢ 指標：監査準備時間▲60％、
証跡不備ゼロ

10．監査用ダッシュボード 
（全量監視異常値検知）

固定資産評価の一連の業務プロセスに沿ってAI活用想定シーンを挙げてみます。
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（資料65）

4. 不動産番号から不動産IDへ
• 国土交通省は不動産番号(13桁)に特定コード(4桁)を付加した17桁を不動産IDとして扱うルールを示し、官民で実務面の整備を進めています。
• 既に試作システムで民間事業者と実証を実施し、建物の特定(同一地番に複数建物がある場合の結び付けなど)で課題があることが報告されています。
• 不動産ID提供システムの整備に向け、先行整備地域での試験運用を2027年度(令和9年度)から開始する方向で検討が進められています。

「不動産ID」と「不動産番号」の違い

• 不動産番号(13桁)：登記簿上で土地または建物に付される従来の識別
子(登記情報に基づく）

• 国土交通省不動産ID(17桁)：不動産番号(13桁)＋特定コード(4桁)で構
成。特定コードにより、

(1) 同一地番上に複数建物がある場合の個別建物識別、
(2) 区分所有建物の専有部分(各戸)や階層指定、商業ビルのフロア単
位など、

登記だけでは粒度不足となるケースを一意に特定可能にするための拡張
を実現します。

自治体の固定資産評価に与えるメリット
• 登記・課税台帳・GIS・都市計画データ・防災情報等をIDで紐付けられ、

データ突合作業の自動化・精度向上(突合工数削減、誤整合の低減)
• 建物単位・専有部単位のIDで増改築履歴や用途変更、所有者変更のト
ラッキングが精密になり、評価根拠の追跡性(トレーサビリティ)が向上

• IDでデータ連携でき共同利用によるコスト低減や品質均一化を期待

自治体の固定資産評価に与えるデメリット
• 一筆土地に複数建物があるケースでのIDの正確な割当やデータ源の補完
• ID連携で個人情報やセンシティブ情報が結びつくため、利用範囲・権限・匿

名化・同意管理のルール整備が必要

不動産IDとAIのシナジー効果

• 不動産IDをキーに、登記・課税台帳・GIS・図面・ドローン画像等を自動で
突合 → 異常検知を生成AIが自然文で解説(例：「地番Xの建物に関する
登記事項と台帳の用途が不一致」)
効果：突合作業の省力化、誤整合の早期発見、監査対応の迅速化

• 不動産IDをキーに、AIの判定・人の最終判断・監査結果を一元的に収集し、
フィードバックループでAIモデルを定常的に改善
効果：時間経過でAI精度が向上し、運用信頼性が高まる

実装上の留意点（法務・運用・技術）

• 法令・条例に照らした現地調査義務の整理
• データ源(登記、地番、住居表示)の整合性補完
• IDの付番・更新ルール・責任主体
• プライバシーと利用制限
• 協働運用のガバナンス

（資料66）

固定資産評価・課税業務とAIのこれから

AIは、人の知見を置き換えるのではなく、
正確な判断を支え、持続可能な仕組みを
共につくるパートナーです。

これまで属人的に支えられてきた評価事
務を、データとAIによって再構築し、次の
世代へ継承する――。

それは、「正確性」と「持続性」を両立させ
る新しい行政運営への挑戦です。

AIが支え、人が決める。

正確で、続いていく評価行政へ。

https://www.pakutaso.com/20250734212post-54979.html


